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令和７年度行政監査の結果について(報告) 

 

 

 このことについて、地方自治法第 199条第２項の規定に基づき検査を実施したので、 

同条第９項の規定により、その結果を報告します。 

 なお、橋本正彦代表監査委員は令和７年６月２５日まで及び同年９月２６日以降、

山本泰人前監査委員及び大沢たかし前監査委員は同年６月２５日まで、清家愛監査委

員及びただ太郎監査委員は同年６月２６日から関与しました。 

 

記 

 

１ 行政監査結果 

   別紙 令和７年度東京二十三区清掃一部事務組合行政監査結果報告「委託契約

に係わる特命随意契約の適正性について」のとおり 

 

 

 

                               

  



 

 

 

令和７年度 

 

東京二十三区清掃一部事務組合 

行政監査結果報告 

 

「委託契約に係わる特命随意契約 

の適正性について」 

 

 

 

 

 

 

 

東京二十三区清掃一部事務組合監査委員 
 

  

別 紙 



 

 

目 次 

 

第１章 監査実施概要  ......................................................................................................... 1 

１ 行政監査について ........................................................................................................... 1 

２ 監査テーマ  .................................................................................................................... 1 

３ 監査の主な着眼点  ......................................................................................................... 2 

４ 監査対象の委託契約の概要  .......................................................................................... 2 

５ 監査対象課  .................................................................................................................... 6 

６ 監査実施期間  ................................................................................................................ 6 

７ 実地調査について  ......................................................................................................... 6 

８ 行政監査に伴う調査委託について  ............................................................................... 6 

 

第２章 調査結果 .................................................................................................................. 7 

 

第 3 章 監査結果及び意見  ............................................................................................... ８ 

  



1 

 

第１章 監査実施概要 

 

１ 行政監査について 

地方自治法（以下自治法）第 199 条第１項により、監査委員は地方公共団体の財務に関

する事務の執行及び経営に係る事業の管理を監査するとされている。定期監査がこれにあ

たり、全所属を対象に毎年必ず行う監査で、収入・支出・契約など、財務に関する事務全般

にわたって広く行う監査である。 

一方、行政監査は、自治法第 199 条第 2 項により行う監査で、監査委員は、第１項に定

めるもののほか、必要があると認めるときは、地方公共団体の事務の執行について監査をす

ることができる。財務事務に限定されないため、一定の事務や事業をテーマに取り上げて、

体系的かつ総合的に検証することが可能であり、新しい行政課題に対応した監査の実施が

可能となっている。 

最近の他団体の行政監査の一例として、「DX による総合窓口サービスの向上」、「バリア

フリーの視点による施設の利用者ニーズの検証」、「フレイル予防・介護予防事業の実証確認」

等をテーマに実施しており、それぞれ効果の検証や類似施策の整理等踏み込んだ監査を行

っている。 

東京二十三区清掃一部事務組合（以下「清掃一組」という。）の行政監査は、平成 28 年

度、令和 6 年度に続き 3 回目となる。平成 28 年度は「随意契約について」をテーマに実施

し、特命理由の記載内容の改善等を指摘するとともに、延命化工事について、建築物や建築

設備等は競争入札を優先するよう提言している。令和６年度は、「清掃工場の施設見学につ

いて」をテーマに実施し、施設見学のコンセプト、目的について、ごみ減量や環境問題に対

する行動変容を促す内容を提言するとともに、施設見学を全庁的に調整する組織が存在し

ないことや事業の経済性・効率性について指摘している。いずれも技術士等外部専門家によ

る調査を行っている。 

 

２ 監査テーマ 

 本来、自治体契約は一般競争入札を原則としているが、清掃一組においては特命随意契約

が多い傾向にある。特命随意契約は自治法等においても条件により認められている。しかし

ながら、過去の監査においては特命随意契約の委託について、適正な予定価格を見積ること

ができないケースや特命理由、価格の妥当性の検証等が課題とされた。 

これまでの監査結果や清掃一組の現状と課題を踏まえ、本年度の行政監査は、「委託契約

に係わる特命随意契約の適正性について」をテーマに選定し行政監査を実施した。なお、行

政監査の実施に伴う調査委託として、外部専門家の視点から調査及び評価を行った。 
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３ 監査の主な着眼点 

(１) 委託契約の方法に合規性・経済性・効率性・有効性があるか。特命とすること及び 

その理由が適切であるか。 

(２) 他自治体の同様条件の施設の例等も含め、特命随意契約が妥当か。  

(３) 予定価格の設計・積算及び見積等が適切に行われているか。 

(４) 受託者の創意工夫やノウハウを発揮できる仕様になっているか。 

（５）事業者選定の方法や評価方式は適切か。 

 

４ 監査対象の委託契約の概要 

（１）令和６年度 主灰※のセメント原料化処理業務委託(単価契約) 

   事業件名：令和６年度主灰のセメント原料化処理業務委託(単価契約) 

   施設数：４施設 

   委託者：東京二十三区清掃一部事務組合 副管理者 

   主幹部課：施設管理部管理課 

   受託者：太平洋セメント株式会社 

   契約金額：単価契約 

   契約期間：令和６年４月１日～令和７年３月 31 日 

   契約方式：特命随意契約 

   事業内容：搬出元施設で発生する主灰をセメントの原料として使用し、普通ポル

トランドセメント※を製造する。輸送計画、管理調整等については、別途発注する委

託業者が行う。なお、輸送業務は当契約には含まない。 

※ 主灰は燃やしたごみの燃えがらのことで、焼却炉の底から排出される灰 

     飛灰はろ過式集じん器などで捕集した排ガスに含まれているばいじんをいう。 

※ 最も一般的なセメントで用途が非常に広く、国内セメント利用の 7 割を占めている。 

 

   ごみの収集・運搬、資源回収は各区が行い、焼却や破砕などの中間処理は清掃一

組が行っている。最終処分は、23 区・清掃一組が埋立処分場を設置・管理する東京

都に委託して実施している。 

   新たに最終処分場を確保することは困難なため、清掃一組では埋立処分量の削減

及び資源の有効利用を目的として、平成 25 年度から主灰のセメント原料化について

実証確認を行ってきた。図１に示すとおり、セメント原料化は主にセメント原料に

おける粘土原料を清掃工場から搬出する焼却灰で代用するものである。 

   実証確認の結果、安全で安定的に実施することが確認できたため、平成 27 年度か

ら本格実施をしており、令和 6 年度は 75,393 トンのセメント原料化を実施した。ま

た、セメント原料化以外として、平成 30 年度から焼却灰の徐冷スラグ化の実証確認

を開始し、令和 2 年度から本格実施し令和 6 年度は 25,596 トンの焼却灰を資源化し
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た。徐冷スラグ化とは焼却灰を高温で溶融処理した後に 2～3 日かけてゆっくり冷却

（徐冷）することで大きな岩状のスラグを製造するもので、徐冷スラグを破砕、分

級することにより、路盤材やコンクリート用資材など幅広く使用されている。 

   焼却灰資源化事業における当該契約を含めた運搬・処理等業務委託に要した経費

は、令和 6 年度 5,604,583,438 円であった。 

   清掃工場における灰の搬出から資源化施設での搬入までを写真１～３に示す。 

 

     

 

            

            図１ セメント原料化イメージ 

 

  

   写真１ 清掃工場からの搬出     写真２ 貨物列車にコンテナを積み込む様子 

 

  
 写真３ 資源化施設における搬入の様子 
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（２）令和６年度 中央清掃工場受付搬入等業務委託 

   事業件名：中央清掃工場受付搬入等業務委託 

   委託者：東京二十三区清掃一部事務組合 副管理者 

   主幹組織：中央清掃工場 

   受託者：日立造船株式会社東京本社(現カナデビア株式会社東京本社) 

   契約金額：130,900,000 円(うち税 11,900,000 円) 

   契約期間：令和 6 年４月１日～令和７年 3 月 31 日 

   契約方式：公募型プロポーザルによる随意契約※ 

   事業内容：中央清掃工場における搬入車両の受付、管制及び手数料徴収並びにごみク

レーン、灰クレーンの運転、主灰、飛灰※１及びケーキ汚泥※２の搬出、構内道路等      

清掃、建築機械設備点検等を行う。 

  ※ 応募は 1 社だった。 

 

   清掃工場の受付搬入等業務委託については、平成 25 年度に灰溶融併設の６工場にお

いて開始し、平成 27 年度から委託を開始した中央・渋谷の 2 工場では、プロポーザル

方式による業者選定を実施している。令和 7 年度においては、目黒、光が丘清掃工場を

除く 18 工場において委託事業者による受付搬入業務が行われている。 

   プロポーザル方式は、価格のみの競争では所期の目的を達成できない契約を結ぶ必

要がある場合に、企画力、技術力、実績等を勘案し、総合的な見地から判断して受託候

補者を選定する方式である。プロポーザル方式による契約締結までの流れを図２に示

す。 

   清掃工場へ持ち込まれるごみの搬入車両は計量棟の計量器(台貫)と IC カードリー

ダにより、ごみの種類や搬入量は自動的に記録・集計されデータは東京 23 区廃棄物情

報管理システムにおいて管理される。計量棟では、ごみの排出事業者が適正処理したか

を確認するための管理伝票（マニフェスト）の処理や臨時持込ごみの廃棄物処理手数料

収納などの業務が行われる。手数料の料金精算データは車両受付システムにて管理さ

れる。ごみの重量は、排出事業者の支払う廃棄物処理手数料の徴収に関わる重要なデー

タである。    

   中央清掃工場は、300 トン×２炉のストーカー炉でしゅん工から 24 年経過しており、

大型商業施設、高層マンションが隣接している。概要を表１に示す。 

※１ ろ過式集じん器などで捕集した排ガスに含まれているばいじん 

※２ 工場内の汚水処理設備から発生する汚泥 
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     写真４ 中央清掃工場              表１ 中央清掃工場の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 プロポーザル方式による契約締結までの流れ 
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５ 監査対象課 

（１）令和６年度 主灰のセメント原料化処理業務委託(単価契約) 

   施設管理部管理課 

（２）令和６年度 中央清掃工場受付搬入等業務委託 

   施設管理部施設課、中央清掃工場 

 

６ 監査実施期間 

令和７年５月 28 日(水)から令和８年２月 17 日(火)まで 

 

７ 実地調査について 

（１）令和７年 10 月８日（水） 

   清掃一組飯田橋庁舎において、施設管理部管理課担当者へのヒアリングを実施 

（２）令和７年 10 月 14 日（火）  

   中央清掃工場において、関係設備、作業の視察及び担当者へのヒアリングを実施 

 

８ 行政監査に伴う調査委託について 

 自治体行政や公共入札・契約手続に精通し、自治体の入札契約及びプロポーザル審査等の 

実務経験を有する専門家による書類調査及び実地調査を実施した。 

 

 調査機関 特定非営利法人 地域と行政を支える技術フォーラム 

 総括管理技術士 

 理事長             原田 敬美 技術士(建設部門)    

                       登録 No.24446 

                       工学博士 

 担当技術士           坂本 文夫 技術士(建設部門)   

                       登録 No.58896 

                                 大岩 敏男 技術士(環境部門)   

                       登録 No.63551 

                       工学博士 

                 塚原 忠一 技術士(上下水道部門) 

                       登録 No.72668 

                       行政書士  
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第２章 調査結果 

 前章３で記載の監査の主な着眼点に基づき、外部専門家による書類調査及び実地調査を

実施した。調査結果については概ね適正であった。主な指摘は以下のとおりである。 

 

１ 主灰のセメント原料化処理業務委託(単価契約)  

（１） セメント工場により法令上の許可の有無やセメント工場所在自治体の方針により受

け入れ不可とする工場があることを確認した。 

（２） 受入可能セメント工場について、工場ごとの生産規模の差や地元自治体の灰を優先

することなどから、工場ごとに受入可能量が異なることを確認した。 

（３） 近傍の場合は車両のみで搬送するが、遠方の場合、鉄道、船舶コンテナによる搬送

となるため、搬送可能量の制限がかかることを確認した。 

（４） （１）～（３）により、主灰のセメント原料化処理を委託できるセメント工場と処

理できる量が限られていることを確認し、特命随意契約による契約はやむを得ないと

判断する。主管課は情報収集に努めており、契約単価について、他の自治体、他の工

場の単価と比較し妥当である。引き続き契約内容の検証を継続されたい。 

（５） 指名業者等選定委員会議の資料について、内容は適切であるが、「唯一の業者」と

いう表現は契約実態と矛盾しており実態と異なる。令和７年度の契約より、特命理由

書に「施設ごとの資源化量を明記」、「セメント工場ごとの特性を明記」する対応を行

っている。 

 

２ 中央清掃工場受付搬入等業務委託 

（１） 第三者が見たときにわかりやすいよう、業務報告書年報の表に凡例を記載されたい。

また、作業内容は仕様書と整合性が取れるよう記載されたい。 

（２） 業務担当者名簿において、責任者代理の経験年数が 2 年と記載されているが、中央

清掃工場の経験 2 年のことであり、他事業所の経験を記載していなかった。担当者の

業務経験を客観的に判断できるように記載されたい。 

（３） 業務内容の確認、設計書作成のための資料として、各業務に担当が従事した日数の

記録（集計表）の作成を検討されたい。また、請求書の日付が毎月空欄である。支払

遅延防止の観点から漏れのない記載を受注者に指導されたい。 

（４） 業務日誌の出勤者一覧について、仕様書に基づく各出勤者の役割、担当業務が不明

であり、今後、設計書との整合性を確認するためにも記載を改善されたい。工場での

ごみ搬入車汚水漏れについて、構内道路巡視やカメラでの監視、口頭注意を行ってい

るが、さらなる防止対策を検討されたい。 
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第３章 監査結果及び意見 

 

１ 令和６年度 主灰のセメント原料化処理業務委託(単価契約) 

 第 2 章に記載のとおり、概ね適正に執行されているが、業者選定理由における誤解を生

じかねない表現等については区民や第三者の視点を意識し改善されたい。 

セメント原料化処理業務委託の特命随意契約の適正性判断については、セメント市況の

現状や他自治体の動向分析が重要である。セメントは典型的な内需型産業であり、輸出も輸

入も限定的である。生産、需要ともに 90 年代にピークアウトし、災害やオリンピック・パ

ラリンピックに伴う一時的な需要増はあったものの減少傾向が長く続いており、今後の需

要増加は見通せない。また、セメント工場は原料として、ごみ焼却灰に限らず、火力発電所

の石炭灰、下水汚泥、製鋼スラグ等様々な廃棄物を受け入れている。 

そのような状況のもと、全国の自治体においては、最終処分場のひっ迫等から、セメント

メーカーの原料としての提供枠を奪い合う状況が続いていることから、受託業者を確保す

るために特命随意契約としている自治体が多い。 

灰の資源化としては、区移管以前より灰溶融に取り組んできた。灰溶融は焼却灰を

1,200℃以上の高温で溶融し、急速に冷やし砂状のスラグを生成し、アスファルト舗装やコ

ンクリート二次製品の骨材、埋戻材など土木資材等として活用される。しかしながら、エネ

ルギー使用等の多額の維持管理コストやCO₂の排出などの課題を抱えていた。 

平成 23 年３月の東日本大震災の発生による電力のひっ迫や放射能問題など、新たな課題

への対応を求められることになり、溶融処理施設の操業規模を縮小し、スラグの需要に合わ

せた処理を行ってきた。そうした中、スラグ利用量が想定より伸びていないことや、他の焼

却灰の資源化事業が順調に進捗していることから、溶融処理を停止し、セメントをはじめと

する他の資源化にシフトしている。 

現在、清掃一組では灰の資源化で令和 6 年度決算で資源化総量約１０万２千トン、総額

５６億円余の経費を投じて、セメント原料化、徐冷スラグ化、焼成砂化に取り組んでいると

ころであるが、各資源化施設の受入量の制限やコスト等課題は山積している。 

そのような状況のもと、最終処分場を延命化するには焼却灰そのものを削減し２３区の

持続可能な清掃事業を確保する必要があり、そのためにはこれまで以上にごみを削減する

取組が欠かせない。 

今年度、区長会において将来のごみ量推計におけるごみ減量の具体的対策について検討

された。今後、２３区におけるごみ減量対策の着実な取組が望まれる。 

清掃一組には今後も灰の資源化を取り巻く諸課題に対処しながら、事業を着実に推進す

るとともに、２３区と共同してごみの中間処理に係る様々な情報を発信するなど、２３区の

ごみ減量対策と呼応して区民や事業者の行動変容を促す一層の取組が求められる。 
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２ 中央清掃工場受付搬入等業務委託 

 第 2 章に記載のとおり、プロポーザル方式による選定が適切に行われていること、委託

事業が適正に行われていることを外部専門家による書類調査、ヒアリング、現地調査により

確認している。一方、わかりづらい報告書については区民や第三者の視点を意識し改善する

必要がある。 

当該プロポーザル方式の参加要件としては、官公庁における廃棄物搬入車の受付業務を

受託した実績の他、関連業務を受託した実績を求めている。選定の段階では、事業を適切に

遂行できるかについて様々な観点から評価を行っていることが確認された。また、積算の方

法や根拠について、公契約に詳しい技術士の視点から適正に行われていることが確認され

た。 

当該契約は搬入車両の受付、管制及び手数料徴収といった受付業務に加え、ごみクレーン、

灰クレーンの運転、主灰、飛灰及びケーキ汚泥の搬出、構内道路等清掃、建築機械設備点検

等幅広い内容となっている。点検表による設備故障に関する調査では、リスクや課題を評価

したうえで、優先順位を決めて効果的に業務を遂行していることが確認された。 

清掃工場受付搬入等業務委託はプロポーザル方式による業者選定を実施しているが、一

部を除き一者のみの応募となっている。公契約の原則である競争性・経済性を確保するため

には、プロポーザルの参加要件や仕様書の工夫等によって複数者の入札参加が得られるよ

う検討されたい。 

また、清掃一組のＤＸ推進にあたって社会全体の労働力不足が進む中で、清掃工場の建替

を控えており、清掃工場のＤＸ化による工場運営についても検討を進め受付業務の効率化

に取り組まれるよう要望する。 

 

３ まとめ 

今回の行政監査では、数ある契約案件の中から選定した２契約に対する外部専門家によ

る調査において、概ね適正であり特命随意契約とすることはやむを得ないという報告を受

けた。 

令和６年度の清掃一組の契約実績を分析したところ、金額別では総額約７９９億円のう

ち約６８０億円（約８５．1％）、件数別では総件数４，０５８件のうち５９２件（約１４．

６％）が特命随意契約で行われており、特命随意契約が依然として大部分を占めている状況

である。 

清掃一組に限らず他自治体においても、一般廃棄物の中間処理にあたり、適正な処理と確

実な履行を最優先に位置付けて、技術や実績のある特定の事業者に随意契約を行うことが

多い傾向がある。しかしながら、安易に随意契約を選択することなく地方自治法の定めると

ころにより、一般競争入札の原則に立ち、１件でも多く競争入札に移行する努力と、特命随

意契約にせざるを得ない案件も適切な予定価格の見積りと経済性を確保するための具体的

方策に取り組まれたい。 


